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ペ イ トン会計学 の基本問題H

一一 評 価 論 を 続 る 問 題

古 賀 実

一
,序 詞

本 論 文 は ウ ィ リア ム ・ア ン ド リ ュ ・一・・ヘ イ トン(WilliamAndrewPaton)

の 会 計 学 理 論 の 基 本 的 な 事 柄 に つ き述 べ る もの で,本 誌 に4回 に 分 け て 掲 載
㌧

していただ く心算 であ る。本号では,ペ イ トン博 士 の評 価 論 を 展 開 す る もの

に した。博 士の経済学理論の会計学理論 えの導入,援 用 に 力点 が おか れ た も

の の よ うにな った。 しか し,こ の こ とは,ペ イ トン会 計学 の 基 本 問題 と し

て,第 一 に挙 げ らるべ き事 柄 だ と 信 じてい る。 博 士が学生 と して 最初に会

計学 の教 えを受け たデイ ヴ ィッ ド・フライデイ教授(Prof.DavidFriday)

及 び ブ レ ッ ド ・M・ テ イラ ー教 授(Prof.FredM.Taylor)の 両 氏 は,と も

に専 門 は 会 計学 で は な く経 済学 で,ペ イ トン博 士 を 熟 知 して い るHerbert

F.Taggart(PatononAccountingの 著 者)は,ペ イ トンが この両 氏 の影

響 を 受 け た ことは否定で きない よ うで,特 に テ イラー教 授 に対 しては,当 時

の若 き ペイ トンは 傾 倒 して いた と述べ てい る 所か ら 推察 して も,経 済学 的

考 え 方 を博 士 が か な りに受け とた 見て よいであろ う。 また博 士は1914年 に

Bache:orofArtsの 学 位 を 得 て か らす ぐに 経 済学 の教師 を始 めた事実 もあ

る。 そ して1917年 にPh.D.の 学 位 を得 た年 に母 校 ミシ ガ ソ大学 の助教授 に

任ぜ られ てか ら1959年 に 同大学 を停 年 退 職 す る迄 の42年 間,終 始経 済学 部

の教 授 と して,博 士 は 会 計学 とと もに 経 済学 の研究に 従事 していた と 前記

Taggartが 述 べ て お り,米 国 のWho'sWho(米 国 の人 名 辞 典)に もEconomist,

Accountant(経 済学 者 ・会 計学 者)と 記 載 され てい る。 また,大 学 の教 壇 に
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おいては,博 士は,経 済学の一環 としての会計学の講i義を行ない,こ の立場

に基づ く論文"ShertsleeveEconomics"が1952年 に出版 されている。上記

の如 き博士の経歴を観れば,博 士の会計学理論に於ける経済学理論の強い存

在が容易に 窺われ よう。 博士の会計理論が 資産を中心に 構成 されているの

も,事 理の しかるべ き所 と思われる。資産評価の問題は,そ の本質において

経済学 と関係の深い ものであ り,博 士は,資 産評価の問題を,経 済学上の生

産の理論,価 値論,価 格形成の理論の基礎に立 って論 じている。従 って生産

費,価 値,価 格の形成に関連する有効費用,原 価,交 換価値を評価決定上の
(1)

最 も重要な要素 としている。 以下 これを 中核 として 論述を 進めることにす

る。

二,複 式簿記理論における資産中心の考え方

(主 な る資 料:TheoryoftheDouble-entrySystem:TheJournalofAccountancy,January,1917.Assumptionsof七heAccountant:Adminis七ration,June,1921.)

ペイ トソの会計学 は,資 産 を 中心 に した 考 え 方 に立 っている ことは,1917

年1月 号 の"TheJournalofAccountancy"に 掲 載 され た博 士 の論 文 「複

式 簿 記 の理論」(ThetheoryoftheDouble-entrysystem)に も よ くあ らわ

れ て い る。 この 論 文 は,単 独 の労 作 と して は,会 計 学 に関 す る教 授 の あ また

の論 文,著 書 の 中 で最 初 に活 字 と して 発 表 された もので,博 士 が27才 の 時

で,Ph.D.の 学 位 を得 た年 で もあ った。 この 論文 の中核は,貸 借 対 照表 構

成 論 に よる複式 簿 記 の原理を述べた所 にあ るが,複 式 簿記 会 計 を,貸 借 対 照

表 の 資 産 を 中心 に して説 明 してい る。 博士 に よれば,資 産(Asset)は 財 産

(property)と 同義 で,負 債 ・資本 の部(equity)は,資 産 の部 に対 す る所 有

権 関 係,債 権 債 務 関 係 を あ らわ す もの と解 し得 る と してお り,負 債 ・資本 の

部 は,資 産 の部 に対 し,あ る程 度,従 属 的関 係 にあ る とみ な して い る。従 っ

て,こ の意 味 に お いて,負 債 ・資本 の増 減 は 間接 的 に 資産 の増減を あ らわす

(1)AspectsofAssetvaluations=TheAccountingReview,June,1934.
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ものと考え られ得 ることになる。損益勘定については,損 失は,資 産の減少

と解 し,そ れを間接的にあ らわす負債 ・資本の部の減少 と解 して借方記入 と

な り,利 益は資産を間接的にあ らわす負債 ・資本の部の増加 として貸方記入

されることになる。博士の複式簿記論における資産を中心にした考え方は,

上記論文における消耗品についての説明に もよくあ らわれている。即ち,消

耗品は短期に消費 される資産であるとし,石 炭を例に挙げて次のように説明

している。石炭はやがて費消 さるべき,い わぽ,短 期の資産とし,建 物の如 く

長年存続する資産 と対照す ることによってその特徴が浮き彫 りにされ るが,

建物 も減価償却 とい う損費が絶えず発生 している訳であ り,両 者の差異は,

流動資産 と固定資産 との差異 と同様であ り,損 費が資産の費消である点は両

者 同じであると論 じている。損益計算もまた貸借対照表 ことにその資産価額

の変動によって説明できることにな り,こ の資産,負 債,資 本,費 用,収 益が

それぞれの補助簿を持つことは,自 然なものであ り,こ れ ら補助簿が総勘定

元帳 とな り,か くして博士の複式簿記理論の基本体系ができ上 っているので

ある。そ こで この資産価額をどうきめるか,即 ち資産評価が,会 計学上の中

心問題になる訳であ り,博 士の資産中心の会計学成立の基盤iとなっているの

である。 このことは,別 言すれば,会 計現象は,す べての資産の取得,減 少等

の資産の変動現象 として説明され得 ることである。 さすれぽ,会 計は資本主

会計(Proprietorshipaccounting)と して取 り扱 うにも,取 り扱い易い状況

におかれることに もなる。事実,博 士は,前 記論文において も,資 本主勘定

の変動の過程を示す ことが企業会計の目的の一つであるか ら,資 本主勘定を

設けて企業会計を見ることは正 しい態度 とい うべ きであると述べている。只

ここで注意を払 うべ きことは,一 個の企業の貸借対照表において,負 債 ・資

本の部の一部分は,資 産の部の一部分を示すだけで,特 定の資産項 目を表示

す るものではな く,特 定の資産は特定の所有者 と直接の関係を持つ ことがな
く　　

いとの信念を博士が堅持 している事である。 この信念に従 って博士は,資 産

(2)AssumptionsoftheAccountant:Administration,June,1921.
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が減少あるいは消滅す る場合には,只 その金額を所有主勘定に借記すれば よ
くヨ　

いとしている。事実最初に減少あるいは消滅す るのは古い資産の場合が多い

ので,原 始投資額を表示する勘定は,こ の ような損費を認めて用いるべ きで

(4)

あろ うと言 ってい る。 ここで述べ た資産 と所 有主勘定 との関係は,博 士 が,

会 計学 成 立 上 認 め られ て い る8つ の前提 の 中 の 一 つ と して 「費 用は,そ れ に
ヒら　

対応する収益が回収 される迄は,原 始投資額 と無関係である。」 ことを挙げ,

この論評において,投 資者の関心は,彼 等の原始投資額が増加する源泉 とな

る利潤にあるか ら,収 益が明確になるまで原始投資額を修正 しないでお くの

は理に叶っているか ら,勘 定の 目的に十分に注意がなされることを条件 とし

て,上 記の前提は妥当であるとす る結論に関連 して述べ られているものであ

る。

三,評 価論えの経済学理論の援用

(主なる資料:撫 謙 惣 識t揺 ご1鐙ount'ngValua`'ons:)

経 済学 において市価 とい うときには,価 値 に対 す る影 響 は 物 質 的 な もの と

考え られ るので あるが,会 計 学 で は,こ の経 済学 的 な評 価 の過 程 の概 念か ら

学 び とることがで きる ものであ る。 また会計学 では,法 的 な機 構,技 術 的 な

思 考,保 守 的 な実 業 界 の 慣 習 に と らわ れ る性格が見 られ る。 しか し,企 業 と

い うもの は経 済 的 な事 象 で あ るか ら,経 済 的 要 因 の 働 きが現 象 的 にあ らわれ

な くて も,会 計 学 に おい て は これ を 見 逃 してはな らない。

この ことを創立費 について検討 してみ よ う。 米国の租 税処理委員会(The

BoardofTaxApPeals)が,創 立 費 は 償却 を 受 け る ことの な い もので,企

業 自体 の よ うに永 続 的 な 資 産 で あ るとの見解 を明瞭 に表 明 している よ うに,

創 立 費 はそ の当 初 に お い て,合 法 的 な資 産 を形 成 して お り,こ の よ うな費 用

(3)ditto.

(4)ditto.

(5)ditto.
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は,企 業が任意に 償却すべ きものではないとの 前提的考え方を,経 済理論

は,費 用 と価値 との関係について採 っている。従 って,会 社設立の当初に,

必要悪 として,完 全償却することな く繰 り延べ,正 常な営業費の表示を損傷

する不明確な項 目として 貸借対照表の 資産の部に 掲示す る伝統的な処理法

は,経 済理論の上か らいえば,愚 劣なものとい う外ないが,会 計学的には,

この種の費用は類例多いものであ り,今 日の企業の通常の性格を示 している

ものであって,金 額が巨大でなければ必要費 と考えてもよいものであ り,継

続企業の立場か ら考えれば,不 当なものとは決 していえないのである。そ し

て企業の清算に直面 したときには この種の費用が,他 の費用 よりも早 く消滅

して しまうか どうかす らもわか らないのである。対照的な例解をすると,高

度に専門化 した設備の費用は,そ れが当初の計画通 りに使用 されずに廃棄 さ

れる場合には迅速に有効費用(effectivecost;nutzkosten)を 消失す ること

があるのである。

また,別 の例 として,取 扱費および保険料,管 理費などのような通常の繰

延費用お よび未売却商品の販売費を除外する棚卸 目的のための費用の処理に

ついて考えてみ ると,経 済学理論では,貸 借対照表項 目として一般棚卸項 目

としての保険料,倉 敷料,管 理費,販 売準備費は,価 値 の構成に関係する費

用であると考えられる訳であるが,売 却済みの ものと将来の販売 との間に販

売費および一般管理費を配賦す る上には確かに困難があ り,当 期の表示をよ

くするための任意的な費用繰延べ と棚卸価額をよくするための正当な費用見

積 りとの間に生 じ易い溝を埋め られない矛盾が存する。 しか しまた,実 務家

も会計学者 も,こ の点における経済学者の見解をもっと重視す ることに よっ

て,手 持商品原価 を再評価 し,ま たこの費用の累積に十分な注意を払 うこと

に よって,信 愚性の高い棚卸をす ることができる。例えぽ,総 棚卸高のみな

らず,部 門別棚卸高に対応す る保険料お よび取扱費に近似 した価額が,大 抵

の場合に比較的簡単に求め得 られるのである。

収益に よって回収されない特定企業の費用を,そ の性格を無視 して常に資
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本化することを経済学上正当とす るには,価 格の形成に際 して生ずる諸種の

有効費用について,こ れを選別することが必要である。有効費用であるため

には,原 価要素が競争価格形成上重要な意味を持つほどのものでなければな

らない。 これを評価論の立場か ら,更 に明確 な表現を使えぽ,経 済学的に貸

借対照表上の正当な資産となるためには,発 生 した原価要素は,会 計学上収

益を生むに際 して一般に要請される種類の費用が企業に生 じないですむ よう

な性格のものでなければな らない。

この考え方を実際の評価問題について述べ る例 として,陳 腐化をあげてみ

る。耐用年数は終っていないが,一 層良い ものが発明されたために廃棄 され

ねぽな らない工場設備の未償却価額を資本化 し,将 来の収益のための費用 と

して扱 うべ しとす る意見が相当強力であ り,こ とにこの種の意見の頗る強力

な公益事業では,経 営者の側には,高 度の資本価値を維持 して,料 金問題を

論争の場に備えんとする気持があ り,管 轄官憲の側では,臨 時巨大損失の生

ずる場合に備えさせ ようとの気持が当然にある訳で,こ こに上記の如き意見

の出る根本的な理由がある。

いまある会社が未償却残高500弗 の陳腐化 した工場機械を廃棄 して,新 式

機械を1,000弗 で購入 した とした場合,貸 借対照表に表示 される正当な価額

は,廃 棄機械未償却残高500弗 に新式機械購入費1,000弗 を加算 した1,500

弗にすべ きか,あ るいは新式機械購入費1,000弗 にすべ きかの事案を考察す

ることにする。 本来の経済学理論の 立場か らいえば,問 題な く後者,即 ち

1,000弗 とする。 この立場か らは,価 格の形成に算入する費用は,新 しい操

業方式による費用であ り,500弗 の損失を消費者に負担 させ る理由はない こ

とになる。廃棄機械の損失を取 り戻す価格にきめることにすれば,必 ずや こ

の損失を顧慮 しようとしない者が現われ るであろう。その結果は,価 格の形

成に加わる有効費用は,1,500弗 ではな く1,000弗 となる訳であ り,500弗

の損失額を資産に算入す ることは,損 失をそのまま資本化することになる訳

である。
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勿論ここでい う損失 とい う語の概念には,過 去の価格は 余 り高 くな くて

500弗 を回収するほどのものでな く,ま た過去の減価償却は適正に表示 され

ていることが含まれている。

専売の場合で も,新 式機械を買い入れた後に500弗 を資産の価額中に算入

させることは,妥 当 とは認め られない。競争者のまった くいない独占業者で

も,自 己の出資額に対 し,最 大の純益を生む ような価格を決定するのが当然

で,こ のためには陳腐化に よる損失など問 う所ではない。製品に対する需要

が弾力性ある限 り,そ れに即応する価格で対応 しなければな らないので,こ

れ より高い価格はつけ られない とい うのでない ことは勿論である。独占業者

は,陳 腐化その他の不利な事情に よる損失を回復することが当然にできる訳

の ものではな く,た だ,新 式機械の設置の時期を延期す ることによってある

程度損失を回避することはできる。 しか しいったん旧式機械によると高 くつ

くとして新式機械の設置によって利益を上昇させ ることにきめた以上は,そ
●

のために生 じた未償却残高のために 資産価額を 高 くつける 理由にはな らな

いo

競争者のまった くない完全な独占企業においては,そ れが継続す る限 り,

いっさいの損費を回収するためには,少 な くとも価格の形成に参入さすべ き

であるとの考え方は別 として,損 費は,競 争企業のように価格形成に参与 し

ないので,か かる独占企業においては,原 価要素が価格形成上有効費用であ

るとない とにかかわ りな く,全 然償却の行なわれていない費用だけ しか貸借

対照表に表示されないのである。独 占企業の貸借対照表を このように解する

と,損 失を資産 としてあらわさないことが正当 となるのであるが,高 度の独

占企業では,企 業内部の健全な管理上から部門費の決定 と比較 とに関心が注

がれてお り,従 って,当 期に費消されない技術的な役務を表示 しない費用を

営業費に算入す ることには疑問の点がある。独 占企業 といえども,性 格 と金

額 とを無視 していっさいの損費を回収するに足る収益を将来挙げる確信を持

っている訳ではないのである。
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陳腐化による損失が価格の形成に参与す る有効費用になる競争企業の状態

を考察 してみ よう。特定業種の会社が同時に業務を開始 して,時 期 と態様 と

をまった く同じくした損失を受け,同 種企業の会社が新設 されても,旧 来の

同種企業が持 った経験 と同じ経験を受けるような場合は,価 格は損失を償わ

ないで形成 されることはほとんどな くな り,損 失は,償 却 されるまでは繰延

費用 として経理される有効費用 となるものであるともいえるし,あ るいは ま

た,償 却 されない特殊な出資で,こ れか ら利益を永続的に生む ものであると

解 してもよいことになる。ただしか し,実 際には上述のような陳腐化による

損失の処理は生起 しない。

陳腐化に基づ く損失の性格および処理の論述に関連 して,ま だ使用継続が

でき,残 存価額 も十分にあるが,生 産の能率化,合 理化のためにす ぐれた機

械に取 り替えるのが望 ましい ときに設備を廃棄する時期決定の問題について

一言 しなけれぽならない。 この決定をするに当っては,旧 設備の残存価額を ●

算定 し,新 式のものに取 り替える方が有利になることが判明 してか ら取替を

行な うべ きである。旧機械中に残存す る有効費用は帳簿上の残存価額 と必ず

しも一致 しないのである。 しか し廃棄 日の決定に際 して必要な算定法 と新旧

機械入れ替え後の貸借対照表に記載 されるべき正 しい資本価額の問題 とは載

然と区別 して考えるべきである。廃棄 日の決定に際 しての算定の問題の解決

には,旧 機械の価額を算定 しなければならないが,旧 機械を廃棄することが

採算が とれ るとして廃棄にきめたか らといって,そ れに基づ く残存価額を,

新式機械の有効営業費に算入 してよい ことにはな らない。

昔話 として伝え られていることに,か つて著名な建設会社が,多 数の橋梁

を幾回も再建 したに もかかわ らず,橋 梁の建設に使 った支出をことごとく終

始一貫 して総勘定元帳の橋梁勘定で処理 した。その結果,実 際に姐上に乗せ

られてい る橋は,只 一つだけなのに三つ四つの橋が記帳されているとい う事

態が生 じた。陳腐化に基づ く損失を資本化す ることも同様な事態に導 くこと

になる。産業界では,発 展が幾年に も亘 って急激なために,期 限前廃棄に基
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つ く損失の資本化が資産価額をいたづ らに増大 させる結果になるものだが,

こうい う場合には,損 失の資本化よりも減価償却費を増加 させることの方が

望 ましい。尚,建 設利息の資本化は,有 効費用の概念によって支持 されるこ

とになる。

「営業費 としての投資利息」がここに関連 して拾頭 して くる。 ここでは,

ただ営業費に仮定の支払利息を入れることに反対の立場は,価 格形成に関す

る経済学理論を根拠 とす るものであってはならないとい うに とどめてお く。

経済学者は資本利子を有効生産費 としては負債的な勘定 とみなす とともに,

企業資本 とも見ることに異論がないのである。

土地に附随す る諸費用を どう取扱 うかの問題は,所 得税の問題 と絡んで江

湖の議題になるものであるが,何 等の施設のない土地にρいての経済学上 の

見解 に従えば,原 価は取得時の価値の表示ではあるが,明 らかに しなければ

ならない因果関係は,た だ原価 と価額との間に限 られるものではな く,ま た

租税,利 子その他の附随的費用は少な くとも有効費用としては,土 地価額の

附帯費ではない。土地の価格は,こ のような附随的費用が嵩んで くるにつれ

て騰貴する可能性があるし,あ るいはまた下落することもある。いずれにせ

よ,価 額の変動は,当 該会社の発展か衰頽かに 応ず る訳で,土 地に対す る

需要度 と,原 価 とは関係ない 供給度 との関係の 問題である。 しか しこのた

めに,財 産が売却 されたときに 発生す る損益を 測定す る 目的の上か ら発生

したいっさいの 損失を継続的に 記録する 意味がないと い うことにはならな

いo

次に固定資産の評価の問題に移る。固定資産については,当 初費消 した経

費の全額を,経 済学上は有効費用 とみなさない点をまず理解すべ きである。

新規に工場設備を買い入れたときの有効費用は,そ れを工場に設置する費用

を算入 しない買い入れ 日の価額であるとし,い まこれを仮に1,000弗 である

とす る。減価償却の ことは一応止揚 して,1年 後にまった く同じ設備 と取 り

替えるときの費用が,有 効費用 の価額 となる。 これが1,200弗 になるか も知
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れない訳である。経済学者は,価 格の形成に実際に参与す る費用を潜在原価

(potentialcost)ま たは取替原価(costofreplacement)と い うのである。

換言すれば,建 物 ・機械等の固定資産の原価を定期的に修正すべ しとの説は,

正統的経済学理論によっても十分支持を得る所である。経済学的に有効 とな

る費用,即 ち製品の価格形成に影響を与える費用が,過 去の価額ではな く最

近の ものであれぽ,そ れは企業の実際に極めて関係深いものであ り,会 計学

的にも無視で きないものである。 ここに問題 となるのは,経 済学上価格の形

成に影響を与える費用は,最 近の価額であ り,潜 在原価であ り,取 替原価で

あるとする前提を推 し進める上において,も ともと安定性の欠けている市場

の傾向を示す以上のことはで きない ことである。市場において製品の販売価

格の変動の態様は,建 物の建設費 と機械の原価 との変動 と,時 期的に即応 し

て行 くもので もないし,市 場の傾向 とい うものは確かに存在するが,価 格の

騰落に不安定な要素が底流にある場合には,取 替原価は,企 業経営上比較的

重要性に乏 しいものになることがある。 またもう1つ の重大な問題は,経 済

学上明認 されているもので,鑑 定専門家も認めているもので,そ れは,取 替

原価理論は,標 準規格のないもの,あ るいは再製できない物件に対 しては適

用性がほ とんどな く,継 続的に製造される同一標準製品に対 してのみ適用性

があ り,こ の場合には じめて取替原価は価格形成へ明確な参加をなし得 るこ

とになる点である。特殊の構築物や設備の製作が中止されるか,急 激に縮減

されることになると,そ の製作費用は,そ の価格の形成には縁遠い ものにな

ってしま うのである。いま,鑑 定に際 して取替原価理論に執着 したことか ら

重大過誤が犯された一例を挙げることにす る。1924年 に カソサス市営鉄道

(KansasCityRailways)の 資産の評価が,2人 の無関係な鑑定専門家によ

ってなされたことがある。鑑定を受けた物件の中に発電所内の三基の古い発

動機があったが,そ れには巨大な整速輪がついてお り,少 な くも,25年 以前

の標準形の機械で まだ何 もいたんだ所はなかったが,完 全に陳腐なものにな

っていた。鑑定当時会社の電力はまだ使えない状態にはなかったが,全 面的
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に取 り替え られて他の新式の発動機を使っていた。2人 の鑑定家の中の1人

は,完 全な明細書を作成 して有名な ウェスチソグハウス社を訪れ,こ の古い

エ ソヂ ソを鑑定 日付 きでの製作に要す る見積価格を聞き,更 に運賃,設 置に

要す る費用の見積価格を得て,結 局取替に要す る費用は100万 弗を優に超過

す るとの算定に落ちついた。一方他の1人 の鑑定人は,発 動機を廃棄するも

のとしてその残存価額を2万 弗と算定 した。は じめの鑑定人の出した算定額

は,出 発点として考えて も,愚 か しい評価である。廃棄処理を呈示 した鑑定

人の評価額は,会 社側で,嵩 ばるこの巨大な機械を建物を損傷 しないで除去

す るためには数千弗の費用を惜 しまない気持があった ことか ら考え,ま ず妥

当なものとい うべきであった。 この事例は極端な場合であるが,こ のような

事例は,古 い資産の評価を鑑定固有の方式に嵌め込んで行な うときには,あ

る程度避け られないようである。

鑑定に関 しては,経 済学的鑑定 も参考になる。一般物価変動の調整を示す

増価要素 と評価を受ける特殊物件の物価変動を表示す る部分 とを峻別するこ

とが必要で,後 者の方は,原 価修正に過 ぎない ものであって,保 守主義会計

学の立場を侵害することにはならない(も っとも会計学者の大多数は これを

認めていない)が,前 者の方は まった く経済上の 変動をあらわす ものであ

る。 この両者はまった く異なった ものをあ らわす ものであるか ら,鑑 定評価

に当っても同 じ扱いを受けてはならない もので,そ の理由は,前 者は経済学

の立場か らは収益に属 さないか らである。勿論,評 価物件によっては,そ の

価格騰貴は,一 般物価の騰貴 よりも低い ことがある訳で,こ の場合には,経

済変動が 悪化 しているので 増価の問題はない。 また経済学理論の立場か ら

は,こ のような場合に経済上の価値がそ こなわれないで買手か ら報償 しても

らえることになると 考えるのは 妥当でない。 費用逓減の場合 も同様であっ

て,取 替原価の下落程度が一般物価下落程度 よりも低い ときは,一 般物価の

下落の成果が増価分をもたらす。換言すれぽ,当 該物件の価格下落の速度が

貨幣価値の上昇の速度 よりも低い場合は,当 該物件の価値は,そ の低い分だ
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け増大 していることになる。

棚卸商品の評価については,価 額に及ぼす費用の影響は,固 定資産の評価

と概ね同様であ り,販 売価格は取替原価の変動に敏感に反応を示す もので,

これが企業経営者にとり,重 大な意味をもつのであるが,企 業を通ずる商品

の流通速度は,経 済学理論の立場か らは,通 常,評 価上の過程は まもな く吸

収 されて,累 積する傾 向を示 さない。

絶えず適正に維持運営されている鉄道の ような複合財産には減価償却はな

い とす る説に対 してこれを解明する手掛 りとして経済学理論を導入す ること

は間違ってはいない し,営 業権価額の決定に際 しての超過収益力,無 形固定

資産の評価に要す る公式をきめ るのに も,経 済学理論を応用す ることは妥当

である。直接費 と間接費 との区別に も経済学理論の援用を要す る所で,原 価

計算専門家の行な う所である。ペイ トン博士が努力 して来たことは,評 価に

関 して精密な法律的詮議や貸借対照表評価の伝統などに関心の薄い営業担当

者に関係の深い費用の問題に対 して,経 済学理論を援用す ることであった。

四,原 価と正しい評価

(主 な る 資 料:Cos七andValueinAccounting;TheJournalofAccountancy,March,1946,AssetAccounting.)

経済上の取引において交換価値を定めるのは市場価額(marketvalue)で

ある。公正な市場価額をとらなければ,売 買当時者の一方は無要な損失を蒙

り,他 方はそれに相応す る不当な利益を受け ることになる。例えば,建 物の

所有者が,そ の建物を賃貸 しているときに,賃 貸料が月に100弗 を至当 と信

じているにかかわ らず,月 に75弗 で賃貸 したときは,所 有者は賃借人に対

し,月 に25弗 の贈与 または援助を していることになる。

完全な独立業者間の取引 と関係会社間の取引 とに交換価値 としての市場価

額の適用に差違があるべ きか否かの問題があるが,売 手 と買手 とが企業的に

結合 している場合に取引され る商品 と用役 とは,市 場価額で表示されるより
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は,売 主(ま たはその前の持主)に は原価で引渡を受け るべ きだ とする一部

の見解については,博 士は経済理論上か らも,事 業慣行上か らも,会 計処理

上か らも,根 拠のない ものであ り,関 係会社間取引も独立業者間取引と同様

に市場価額であ らわす ことを原則 とすべきであると批判 している。

大部分の取引において,資 産を取得 したときに支払った代価がそのときの

依拠すべ き市場価額である。普通の商品と用役 との価額は,市 場に作用す る

影響力の合成の成果であって,こ れを公正な市場価額とすることに疑念を抱

く必要はない。特定の商品の売買の場合には,代 価は売買当事者間の折衝の

成果であって,局 外者の見解 よりも依拠すべ き公正価額指数を示すのが普通

である。関係会社間取引の価格は,人 為的にきめ られる面があるので,公 正

な価額 とはいえず,独 立企業間の取引でも定価で行 なわれる場合は,実 際の

価値を表わす ものとはいい難い。売買物件の引渡 しの日の価額決定上の疑わ

しき事態が発見 されたときは,会 計専門家は,必 要なる措置を講 じ,名 目上

の原価が公正価額を表わ していない と見たときは,原 価の資料を調査すべ き

である。物品売買の際に用いられ る媒介物が貨幣でない場合は,貨 幣代 りに

支払いに当て られ る物件の公正な市場価額が取引物件の原価を表わす ことに

なる。用役の場合 も同様で,提 供 され る用役の公正なる市場価額が,用 役の

代償 として得 られる物の原価を表わす ことになる。直接交換取引では,取 引

は,←)交 換物を公正なる市場価格に よる現金え転換す ること,⇔ 願望す る財

物を取得す るために暗黙に受領 していた現金の利用,の2つ の段階を経 るこ

とになる。会計上原価 と称 し得 られるには,そ れは,財 物を取得す る側の損

費であって,直 接売主その他の者の損費ではない。会計記録を始める基礎 と

しての原価を,他 の特殊の勘定分類上使用 される取得原価 と混同 しない よう

注意すべきである。

ペイ トン博士は,原 価 と価値 との関係について,次 の如 き滋味深い見解を

表明している。原価 と価値 とは反対の意味をもつ言葉ではないが,そ れぞれ

独自の範疇を持つ言葉である。取得のときには,少 な くとも大抵の取引にお
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いて,原 価 と価値 とは実質上同じ内容を持つのであるが,支 払手段が現金外

のものでなされた場合は,前 述のように,そ れによって取得 した資産の原価

は,支 払手段に当て られた物件の公正な市場価額で きめられ る。本来,原 価

が重要性を持つのは,取 得財物の価値の測定 となるがゆえであ り,財 物取得

時の公正な価格に 近似するが ゆえであって,支 払額をあらわす点は,い わ

ば,派 生的重要性を示すに過 ぎないのである。原価は財物を取得 したときの

価値をあらわす ものであるが,取 得 した後の価値は,必 ず しもこれをあ らわ

す ものではない。従 って会計学上の問題は,原 価は どのように取 り扱われ る

か,ま た情況の変化に応 じて何時如何様に して修正 され るか とい うことであ

る。

支払価額は,そ れによって財物を取得 したときの公正な市場価額 と懸隔 し

ていることの信愚できる証拠がで きた場合は,会 計記録を始めるのに原価 よ

りも実際の価値を もってす るのが望 ましい。例えぽ,異 常事態(当 事者間の

馴れ合い,強 圧,そ の他非商業的の影響力など)に よって100万 弗の市価 し

かない物件を現金200万 弗で買った場合,買 主の帳簿上の支払額は100万 弗

とし,実 際支払額 との差額は,損 失あるいは贈与 とし,物 件の原価 としない

方がよい。勿論,実 際問題 として,現 金支払額を評価額として処理す るのが

正 しいとする場合はごく少数に止 まるであろ う。

次に買い入れに よらないで取得 した資産についての見解を述べ る。会社の

株式払込者が現物出資の方法を採 ったときは,こ の取引は,会 社会計の観点

か らは,買 い入れ とみなすべ きではない。 この場合,会 社に取 っては,現 金

出資の場合 と同 じように,株 主の出資した物件の領収を内容 とす る。物件の

提供を受けた会社は,株 式を発行す るのであるが,こ れは株主の出資 した金

額を証明するものであって,提 供を受けた物件を買い入れたことを意味す る

ものではない。従 ってこ うい う物件の公正なる市価は,株 式資本金勘定の貸

記額を決定する。例えば,会 社が創立 されて,こ の会社へある特許権を提供

した出資者に株式が発行 された場合の正 しい会社会計 としては,特 許権の公
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正 なる市価を決定す ることが必要であ り,こ の公正なる市価は,特 許権勘定

の借記額 と株式資本金勘定の貸記額 とを示す ことになる。

他方,現 物出資者の出資額証明のために株式が発行された ときのその会社

の株式 の株式証券市場での価格は,出 資を受けた現物の公正なる市価を間接

的に証明す るもの とな り得 よう。 また,前 記の特許権の例を とって,特 許権

に対 し発行 された 株式がーまもな く大量に証券市場で 取引され ることになれ

ば,そ の ときの株式の相場は,特 許権の価値を実質的に証明で きることに も

な る。安定 した株価の株式会社が,現 物出資の人 々に大量の株式を発行する

場合には,そ の安定 した株価が,提 供を受けた現物の市価をかな りよく表示

す ることがある。

組合企業や他の非法人企業の場合でも,投 資の目的物 となった資産は,投

資 した ときの 公正な市価で 記録 さるべきである。 財産の取得は,贈 与,相

続,発 見,予 期せ ざる回復(例 えば,敵 国内におかれた工場で喪失 として償

却 されてしまったものの回復),そ の他損費がまった く出ないか,極 めて微

々たる過程を通 じた場合などが時 々ある。 こうい う特別な状況においては,

取得時の公正な市価を推定 しなければならない。そ してこの市価が行政 目的

上 も財務 目的上 も,そ のいずれの 目的か らで も記録の基点となるべきもので

ある。損費な しに取得 した財貨を勘定 と財務諸表か ら除外 してしまえば,重

要な事柄を圧殺す ることにな り,こ うい うや り方は,会 計学者の支持が得 ら

れない。特に,損 費なしに得た財貨が金銭である場合には,こ れを除外す る

ことに賛成す る会計学者は一人 もいないであろ う。取得価額の決定が実際的

で,金 額が大 きな場合なら金銭以外の財貨取得を除外す ることも同じく不合

理なものである。

買入れ以前に企業が財貨を取得す る主なる方法は,製 作(production)と

稼得(earning)で ある。買主か ら受け取 る財貨は,他 の方法による場合 と同

じく,取 得時の価額で勘定記入を しなければな らない。現金受取の場合は評

価測定の問題がない。短期受取勘定は,通 常,推 定回収額で記録する。他の
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財貨を買主か ら受けた場合一 しば しば起 ることである一 は取得時の公正

な推定市価を記録す るのが正当である。買い入れによらない方法で取得 した

財貨の記録価額は,建 設的原価 と考えることができて,そ の後の 会計処理

は,買 い入れに よって取得 した財貨の原価 と同じ方法に従 うべ きである。

財貨取得後の記録された原価の取扱いには2つ の面がある。その1は,原

価は,営 業,部 局,そ の他の機能別に応 じて分類 されまた再分類 されること

であ り,そ の2は,原 価は期間収益勘定え 借記 されて 期間収益から控除さ

れ ることである。 これ らの関連性ある 過程を処理す るに 当 って,会 計学者

は,使 用された財貨の種類 と財貨が使用 された条件に従 って異なる処理法を

採 る。短期循環操業に含 まれる財貨とは,明 瞭に区別され,こ の区別は会計

処理上肝腎な点である。尚,毎 期合理的に特定の企業に従 って生ずる原価会

計を確保するように 努めなければな らない。 また 関係当事者の 要求に従 っ

て,企 業体が取得す る天然資源,構 築物,施 設,商 品,種 々の用役等の諸 々

の経済要素を沿革的に充分に調べ上げねぽな らない。会計は,周 囲の諸事情

を無視 して従わねばならない融通性のない処理の枠を設定す るのが能ではな

く,周 囲の諸事情に,最 大の効用度を達成す るために,合 わせるべきもので

ある。 これは客観的に統制を可 とす る条件を認めようとしない特定の人 々の

意見に会計は隷従すべきだとい う意味でないことは勿論である。

会計上の原価 と価額との取扱 いは,他 の会計上の原則や処理方式の一般問

題 と同様に,次 の会計 目的に従 って解 さるべ きであ る。その会計 目的 とは,

企業経営者,出 資者,政 府当局,そ の他の関係者に よる行動に健全な指導を

与え,現 行の法規 と事業慣行 との情況に照 し,ま た臨時的考慮のみならず,

最終的考慮もなす ことに よって関係者に関する公平な決定をな し得る如 き方

法で,関 係企業に関する財務資料を整備 し,解 説す ることである。

次に,当 期の勘定の取扱いについて述べ る。短期間に起る貨幣価値の変動

の幅は大きくないのが普通である。財貨取得の年度,ま たはその次年度に企

業内を流れる標準的の素材と用役 との原価は,そ の企業内においてそれ らの
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要素が作用 してあらわす 経済価値を ほぼあ らわす もの といえる。 この法則

は,当 期収益を,そ の収益を得る過程で費消 された当期損費 と対応させるが

ゆえに,損 益計算書の立場か らみて,特 に擁護 さるべ きである。 しか し,一

般的方針として,こ の法則を認めることは,物 理的意味で この ような資産の

最終的処分に先立 って特定の流動資産の原価の一・部を損益計算に吸収 させる

ことを意味するものではない。従 って,期 末に品質の低下 または流行遅れの

手持商品の処分に先立 って,そ の商品の適正な減価を行な うことは差 し支え

ないだけではな く必要なことである。 この理論を推 し進めて行 くと,爾 後の

会計期間に上記の如 き原価の回復がないこと,別 言すれば,当 該費用は爾後

の収益に対応 させ 得ない ことを 証明す る信愚できる 資料が手許にある場合

は,原 価は吸収 さるべきだとい うことになる。 また,手 持商品評価法 として

公正なる市価を とる棚卸方法について取得原価 の修正は,欠 くべか らざるも

のであることを特に注意すべきである。

次期以降に対応 させるために適当な費用残高の当期割当高に関す る技術的

問題を論ずるのは本稿の目的でないが,一 般に認め られた原価処理法か ら生

起す る会計現象は,多 くの仮定 と推定 とを包含 し,せ いぜいの所で,合 理的

な費用の割当 となるに過 ぎないであろ う。仕掛品 と完成品 との棚卸価額はい

っさいの営業費を含む ことは稀で,棚 卸の算定価額は,そ の採 る棚卸方法 と

用い られる処理法の如何に よってきまることになる。

次に,長 期的勘定要素について述べ る。工場設備費の ような関連費用を含

み,財 産取得時の 支払記帳に続 き,償 却資産会計の主要なる 特徴 となるの

は,当 期償却額を営業費に対 し,体 系的な方法で配賦 し,つ まりは,当 期収

益に対する賦課 とすることである。 この点につき,大 綱的には強い反対意見

はないが,償 却を計上する精細な方法論になると種 々の議論がある。定額法

は体系的償却法 としては代表的のもので,適 切に適用される限 り,多 くの場

合,合 理的で もあるが,他 の方法 もそれぞれの長所がある。

耐用年数の比較的長い資産中には,償 却の可否お よび償却の程度をきめる
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のは,必 ず しも容易ではないものがある。特許権のように償却がきまってい

るのもあるが,営 業権や他の無形固定資産の中には,事 情により償却 される

の もあるし,償 却 されないもの もある。耐用年数が不確定で,価 値の下落の

測定ができない場合は,明 確な償却計画は樹て られないであろ う。

生産高比例法のように,資 源を採取するにつれて償却す るのがあるが,こ

れは,基 本的には生産に当期消費 した材料の経理をす ることに類似するもの

で,こ の減耗(depletion)の 会計は,商 業的に利用可能の数量,並 びに特定

の財貨を費消す るのは長年 月を要するか も知れないとい うことか らしば しぽ

生ずる不安の念か ら出発 していることにその特徴がある。

記帳済みの原価を修正する問題は,主 として,耐 用年数の長い資産に対す

る経理の問題である。 この種の資産は,通 常長年保持 されていて,特 定の企

業に保有されている間に経済情勢が著 しく変動す ることがある。特定の資産

は,取 得後 まもな く生産に使われ,そ の工場は,長 年存続することもある。

原則 としてこの種の 資材の原価は,原 価が時価に 近似する年度に 賦課 され

る。実際 このことは,工 場のかな りの部分と,附 帯費についていえば,そ こ

で使用中の資材の取得原価がその時価 と著 しく異なるときで も,決 して困難

ではない。

次に記録済み原価を切 り下げる問題がある。資産の原価主義会計の重要性

を認めて も,そ の時の事情に より已むな く行 な う特別償却を否認で きない こ

とがある。例えば,あ る財貨が予見で きなかった陳腐化や何等かの原因でそ

の耐用年数が著 しく縮減 され,そ の年数の償却額が,新 情勢に照 し不適当な

ことが明 らかになった場合には,直 に償却額の増加を認むべ きである。ある

財貨の使用をやめ,用 役が再開されそ うもな くなったときは,推 定残存価額

まで償却するのが筋道である。資産が,た だ形体的に存 しておって用役を再

開する可能性が絶無ではない とい うことで,も はや現存価額のない償却資産

の特別償却を延引 してよいことにはな らない。 これに反 して,一 時的の不稼

働や使用度の低下のために特別償却 してよい ことには必ず しもならない。
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通常の意味で,減 価償却 も減耗 もしない資産が重大な価値の下落に見舞わ

れることがある。例えば,10万 弗で購入 した土地が公正な市価 として,き っ

ち り5万 弗に下 って動かな くなってしまった場合には,記 帳原価の修正を し

てもよいことになる。

大 きな損失が十分に立証された場合は,当 該物件が売却,廃 棄,処 分など

されな くても,勘 定に これをあ らわすべきである。損失が十分に立証 された

ときに生ずる問題の最大なるものは,断 乎決定す るか否かの問題である。継

続企業の立場から特定資産の現価を少しも誤 りなく測定することが如何に難

しいかを銘記 し,大 きな減価償却は軽 々しく行な うべきではない。通常の棚

卸に関す る修正を除 き,流 動資産の減価償却は通常行 なわれず,償 却の問題

は概ね,固 定資産に限局される。

次に記録ずみの原価を引き上げ る問題がある。現在価額は,そ れが記録さ

れた現価 以上になっても,企 業経営者お よび他のすべての当事者に取 って,

記録 された現価以下である場合に比 し,重 要性において差違のあるものでは

ない。 しか し,会 計学者の間には現価を上げる場合は下げる場合に比 し,よ
(6)

り慎重になる傾向が従来あったので,ジ ェームズ・L・ドールのい うように,

時価の重要性が特に次のような点において指摘 されるのである。財貨の財務

的意義は,過 去の事実か らよりも現在の事実及び現在時点までの見透 しか ら

きめ られ,過 去の事実はただ将来発生 しそ うな事実を予告す る意味合いでの

み重要性を持つ。従 って財貨の現在価額は,一 般的に,重 要事項の物差 しと

なるのである。具体的にいえば,そ の財貨の所有者が販売によって実現 され

る物を,正 確度の変動はあっても,こ れを示 し,財 貨に関 しての所有者の借

金能力を決定 し,種 々の税金額をきめ,所 有者 としての収益力を反映 し,贈

与能力をきめ,保 険金額をきめる基礎 となるものである。

さらに また,現 在価額の重要性は,現 在価額が企業か ら生ず る所 の過程に

よって,あ まり影響を受け るものではない。従 って,贈 与 された土地は,購

(6)JamesL.Dohr;TheJournalofAccountancyLxxvllMarch,1944.



一94一 商 学 討 究 第19巻 第1号

入 した土地に比 し,資 産 としての資格が落ち もしなければ,財 貨としての価

値が劣ることに もな らない。同様な論法で,一 筆の土地が価格昂騰 した場合

に,昂 騰 した分の価額は価値 を堅持するもので,そ の発生の方式のゆえに財

貨 としての性質を失な うことはない。

前述 したように,耐 用年数の 長い資産の場合には,記 録済みの原価一

取得時の近似現価一 は,後 に 至 って,取 得原価 として 不満なものになっ

た り,ま たは 不完 全 な価 額 に な って しまうことがある。 これは,減 価

(depreciation)や 償却(amortization)や 減耗(depletion)を 受ける資産に

関 して,厳 格に記録済みの原価を基準に した営業費は,時 価で表示す る生産

費 と一致 しないことがあ り,修 正を加えなければ妥当な勘定 とはいえな くな

る。減価償却費 または減耗費を測定する基準 としての取得時の記録原価に代

朧 るものとして時価 または取替原価(rePlacementcost)を 採用する場合の基

本的理念は,経 済過程上の重要な費用は,昔 の物価水準の費用ではな くて,

現下 目前の物価水準での費用であるとい う理論に基づいている。 この理論的

基礎が誤 りなければ,工 場設備の価格の 騰落の影響を 経営者が 観察を誤れ

ば,使 用財貨の使用に賢明さを欠き,製 品の価格決定を慎重に扱わない こと

になるであろう。減価償却費をきめるのに過去の原価にこだわっていては,

比較を誤 らせ ることに もなる。例えば,あ る部で高い値段で取得 した新 しい

設備を使い,他 の部で,遙 かに低い値段で取得 した古い設備を使っている場

合に,両 部で取得原価に基づいた減価償却費を示 しても,比 較対照す る意味

がないであろ う。

しか しなが ら,使 用中の資産の現在価額について信愚で きる推定をす るこ

との困難及び微少な変動が比較的重要性のないことを考えるときに,絶 えず

資産の評価を し,且 つそれに随伴する原価の修正をすることは,実 際的でな

いといえる。取得価額に基づいて計上 した減価や償却や減耗の損費によって

修正を受けた取得価額に固執する普通のや り方か ら離れることは,会 計学の

本来の 目的に鑑みて旧来の不適当な基準によって経理す るときに生ずる少な
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か らざる修正が 行なわれた 場合にのみ,は じめて考慮の 対象にすべ きであ

る。

帳簿上の取得原価は,貨 幣価値の変動があるに もかかわ らず,経 済学上の

犠牲あるいは購買力の意味における実際原価をあ らわ し続けることのできな

いことを失念 してはならない。 ここに会計学者が現在の重要な資料を提供す

る場合に当面す る困難,即 ち耐用年数の長い資産の場合に特に著 しい困難が

存 している。例えば,あ る財貨が,物 価指数が100を 示 し,そ の耐用年数の

間に200ま で上昇す るときに1,000弗 かか った場合には,現 在の下落 した貨

幣価値で1,000弗 とい うのは合理的 とはいえない。取得時に1,000弗 払って

当該財貨を取得 したが,時 日が経 ってか らの値段は2,000弗 になるとい うの

が正 しい。

しか し,一 般の物価の変動は,通 常の会計処理上無視 され,取 得価額の修

正がなされるのは,物 価変動が深刻重大になったときだけである。

取得価額の残高が減価償却や減耗が大き過 ぎたために過小表示 されることが

明白になった場合は,未 経過経費を費用か ら削除すべきである。 このような

削除は,減 価償却引当金勘定への適当な額の借記及び利益剰余金勘定(ま た

はその前に特別損益修正勘定)へ 貸記 してこれをなす。 この法則は,償 却を

終 った物件に対 してはあては まるが,一 部償却済みの物件乃至耐用年数を終

っていない物件に対・しては適用 されない。 ともか く,事 実を無視 して明らか

に誤れる会計を認容することは,専 断の諺 りを受けることになる。

例えぽ,戦 時施設で戦後の操作で相当な有用性 と価額 とを持つ場合には,

戦時処理法の下で,租 税上全原価が控除されて しまっているか らといって,

戦後経理上 この資産 とその効用性を見逃 して よいことにはな らない。過去の

経理上の特別処理をその後の会計期間で隠蔽や不正表示で相殺せんとする会

計方針の正 しくないことは多言を要 しない。棚卸評価以外の方法で,流 動資

産の評価をす る場合は稀である。

最後に取得価額修正の経理に関す る博士の結論を述べ る。通常の棚卸法及
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び整然たる減価償却 と結び付いた修正以前の取得価額の重要な修正を徹底的

に明瞭にすることが 必要で,そ れには 資産勘定(及 び 関係評価性引当金勘

定)及 び株式持分とに関 し修正の成果を明確に示すべきである。 どの ような

修正であれ,そ れが大 きな場合は,企 業会計の甦生,即 ち 「新出発」(fresh

start)の 方法によるべ きだとすることについては議論がある。

この新出発の方法によると,修 正への正式な統制 された手続 きが とられ,

取得価額を支える資料は,最 も重要な会計 目的に十分役立たない修正の行な

われることがはっきりした ときに,再 評価をすることになる。会社会計の甦

生(reorganization)ま たは企業会計の準甦生(quasi-reorganization)は 一

般に原価主義を採 る会計組織における必要な安全弁で,会 社がその勘定を改

訂する上の手段を提 示し,法 的再編成を経ずに,損 益計算の新基準を提供す

ることになるo

五,結 び

以上,費 用,価 値,価 格の形成に関する経済理論に照 らして会計学上の評

価論を中心にしたペイ トン博士の見解を叙述 したが,問 題の基点になるもの

は,価 値の認識論にあるように思われる。理論経済学の核心は価値論である

が,会 計学 も,財 産の算定,損 益計算論を眼 目としてい る以上,畢 寛価値の

認識にかかる訳であ り,こ の意味で,会 計学を長年経済学 の一環 と考えた博

士の基本理念は妥当とい うべ きであろ う。従 って,こ の基点に立つ限 り,会

計学上の評価論に 経済理論を 援用す ることは 適正な考え方であろう。 しか

し,価 値の体現の段階に入 るに至 って,経 済学 と会計学 との間にそこが生 じ

て くる。それは貨幣に よる価値の表示 とい う段階に入って生 じて くる。本論

において述べた 創立費償却の 問題についても,両 者の理念上のぞ ごは,畢

寛,貨 幣による価値の体現についての見解の岐れ と観ることができよう。労

働力の問題についても,経 済学においては,労 働価値説がその提唱以来抜 く

べか らざる底力を蔵 して存 しているが,会 計学においては,ペ イ トソ博士が
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前記"AssumptionsoftheAccountant"に お い て会 計学 成 立 の た め の一 般

に 認 め られてい る八つ の前提 の一つに 「企業 の有す る人的資源の価値,即 ち

資 産 と して の価 値 の存 在 の止揚」 を挙 げてお り,人 間 の労 働 力 につ い て の金

額 に よる表示 はない との前提 があ る。 もっとも博士 自身は,本 質 論 的 に は こ
(7)

の前提に対 し反対論を述べているが,会 計学が,会 計処理の便宜上慣習的に

この前提に立 っていることは,博 士自身 も認めている通 りである。

創立費償却の問題にせ よ,人 的資源の資産価値の止揚にせ よ,こ のような

ぞこの生ず る根本の因由は,経 済学が特定の視角か ら,人 間の社会現象全般

を扱 うのに対 し,会 計学は人間社会の財貨(property)の 静態的並びに動態

的の現象を取扱 うのに限定 されている所か ら生ず るものであろ う。

ペイ トン博士は,経 済学上の生産費の概念を会計学上の原価の概念に適用

す るのに有効費用(Nutzkosten,博 士のい うeffectivecost)の 理論を唱導

しているが,こ の ことも同様な意味で論 じ得るであろ う。 このことは,本 論

で触れた次の諸例によって明らかであろう。例えば,固 定資産の評価の場合

に,当 初費消 した附随的経費は,会 計学上附帯費 として原価に算入す るので

あるが,経 済学の立場か らは,こ の附帯費全額をそのまま有効費用 とはみな
くの

されないのである。 このことは会計学では,関 係企業を中心 とした経理 とし

て考えているのに対 し,経 済学では,概 念 としての有効費用に関係経費を入

れるべきか否かの問題にするのである。 また,収 益に よって回収されない費

用を資本化す ることを会計学上妥当とせ られる場合で も,経 済学上は,商 品

価格の形成に際 して生ずる有効費用の中で資本化を正当 と認めない場合 もあ
く　ラ

る 。 ま た,製 品 の 価 格 形 成 に 影 響 を 与 え る 費 用 は,経 済 学 上 有 効 費 用 と な る

が,会 計 学 上 は,当 該 製 品 の 時 価 と 懸 隔 は な は だ し い 原 価 で あ る 場 合 に は,

有 効 費 用 と み な す こ と は 不 当 と な る 。

(7)Assumptionsoftheaccountant:Administration,June,192L

(8)EconomictheoryinrelationtoAccountingValuations:TheAccounting

Review,June,1931.

(9)ditto.
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価値 と原価 との関係について,博 士は,本 来原価が重要性を持つのは,取

得財貨の価値の測定機能のゆえであ り,財 貨取得時の公正な価格に近似する

がゆえであって,支 払金額表示機能は,い わば,派 生的重要性を持つに過 ぎ
く　の

ない と述 べてい る。 この ことは,取 り も直 さず,原 価 が正 し く価 値 を 表 示 す

べ き こ との重要性 を説 いた ものであ る。即 ち,財 産 を 取 得す る と きの価 値,

即 ち交 換価 値 が正 し く原価 を あ らわす ことの重要性 を述べ た ものであ る。 と

ころで,こ の 交換 価 値 は,市 場 価 額(Marketvalue)で き まるの で あ るが,

この交 換 価値 は,二 つ の 面 で会 計 学 上 の 問 題 点 を持 ってい る。その一つは,

この市場 価 値 の 決 定 は,実 際 に おい て,博 士 も指 摘 す る よ うに,需 要 供 給 の

関 係 や売 手 買手 間 の 種 々の力関係に よって きまる ことが少な くな く,公 正 な

取 引 に基 づ くもので ない ことが多 い ことで ある。 しか し前記 の会計学成 立の

八つの前提 の一 つに 「売 買の成 立に際 しての売手 と買手 との間の取引が公正

であ り,且 つ 原 価 は価 額 で あ る」 よ うに,会 計 学 は,こ うい う事 実 を ア ウフ

ヘ ーベ ン して,た だ成 立 の事 実 の認 定,成 立 の時期 の認 定,そ の影 響 を 問 題

とす る。 しか し,売 買成 立 が 公 平公 正 で あ るか ど うかは,真 実 性 を持 った 損

益 算定 に影 響 す るであ ろ うし,こ こに売 買損 益 計 算上 の 問題 を孕 んで い る。

また,原 価 を もって価 額 ときめ る との前 提 も,原 価 計 算 に 基 づ く価 額 決 定 を

しな い低価主義評価 法が認め られ てお り,実 際 に も広 く行 なわ れ てい る事 実

を指摘 しない訳 にはいか ない。他 の一つは,原 価 は,財 貨 を取 得 した と きは

交換 価 値 を表わすが,そ の後 は この交 換価 値 を 必ず し も表 わ し続け る もので

はな く,そ の変動 に対 し,ど の よ うに対 応 し,修 正 して行 くか の 問 題 が あ

る。 この問題 は,拙 稿 シ リーズ の次 号 以降 の 掲 載分 の範疇 に属す るので,こ

こで は割 愛 した い。

最 後 に,博 士 の 言葉 を借 りて,会 計 は 一 つ の経 済 的事 象 で あ る として,こ

の経 済 的事 象 の 貨 幣価値 の表 示 をす るのが会計 であ り,交 換 価 値 も,財 物 と

⑲CostandValueinAccounting:TheJournalofAccountancy,March,

1946.
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貨幣 との交換の場合は勿論,物 々交換の場合 も,戦 時等の非常時経済下にあ

る場合を除き,交 換に当っては,通 常,当 事者間に交換される財物について

貨幣価値の測定をして行なわれ るのであるか ら,交 換価値は,交 換時の貨幣

価値であるとい うことができよ う。




